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研究要旨 

 

世界的に移民は、言語や文化の障壁によって、保健医療サービスの情報へのアクセスする際に多く

の課題に直面している。これらの障壁は、HIV 検査を含めた保健医療サービスの利用可能性を知るこ

とや、正確な医療情報を得ることを妨げる原因となる。日本における外国人住民の増加に伴い、HIV
検査へのアクセスが重要視されているが、日本語が不自由な外国人にとって、言語の壁、健康保険の

未加入、HIV 検査に対する偏見、情報不足などの課題によって、日本の理療制度や HIV 検査に関す

る情報を理解することが困難である。外国人住民のコミュニティでは、Facebook や LINE などの SNS が

情報交換の主要な手段として広く利用されており、情報発信やコミュニティ形成の手段として有効であ

る。 
 本研究は、日本に在住する外国人住民、特にベトナム人を中心とした在留外国人に対して、HIV 検

査および医療サービスに関する情報を提供するための有効な方法としてウェビナーを用い、その有効

性と限界、今後の改善点について検証することを目的とする。Zoom による開催に先立ち、SNS での広

報により関心を集め、講演は日本語・ベトナム語で行われた。日本での HIV 検査受検方法等の講演と

資料はベトナム語に翻訳、字幕付きで配信された。参加者アンケートおよび動画の視聴分析から、

SNS の活用とウェビナーが医療情報提供において有効な手段となり得ること、多言語による情報不足

や文化的障壁が示された。今後の課題はプライバシー配慮、コミュニティベースの情報発信の継続で

ある。 
 
 

A. 研究目的 

世界的に移民は、言語や文化の障壁によ

って、保健医療サービスの情報へのアクセ

スする際に多くの課題に直面している。こ

れらの障壁は、HIV 検査を含めた保健医療
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サービスの利用可能性を知ることや、正確

な医療情報を得ることを妨げる原因となる。

日本における外国人住民の増加に伴い、HIV

検査へのアクセスが重要視されているが、日本

語が不自由な外国人にとって、言語の壁、健

康保険の未加入、HIV 検査に対する偏見、情

報不足などの課題によって、日本の理療制度

や HIV 検査に関する情報を理解することが困

難である (Prakash et al., 2018; 沢田, 2018; 木

村・師岡, 2024)。 

 外国人住民のコミュニティでは、Facebook や

LINE などの SNS が情報交換の主要な手段と

して広く利用されており、情報発信やコミュニテ

ィ形成の手段として有効である。Prakash et al 

(2018) の研究では、オンラインビデオを利用し

た情報提供が HIV 検査に関する認知度を向

上させたことが示されている。また、Webinar で

は、Facebook や LINE を利用した情報共有が

今後の重要なアプローチとして議論される

(Fabrizio et al., 2019; Shuki et al., 2022)。この

ような SNS プラットフォームは、外国人コミュニ

ティへの迅速な情報提供を可能にするため、

HIV 検査や医療情報の普及にも効果的に活

用できると考えられる。 

本研究は、日本に在住する外国人住民、特

にベトナム人を中心とした在留外国人に対して、

HIV 検査および医療サービスに関する情報を

提供するための有効な方法としてウェビナーを

用い、その有効性と限界、今後の改善点につ

いて検証することを目的とする。 

倫理面への配慮 

本研究では、参加者のプライバシー保護を

最優先し、匿名ウェビナーを実施した。具体的

には、Zoom ウェビナー機能を活用し、表示名

のニックネーム使用（参加者側で自由変更可

能）と個人情報入力の最小限（メールアドレス

のみ）を設定した。質問セッションでは匿名投

稿機能を有効化し、チャットログの自動記録を

無効化することで、発言内容と個人の紐づけを

防止した。参加者には事前に研究の趣旨を説

明し、同意を得た上でアンケートへの協力を依

頼した。 

B. 研究方法 

本研究では、在留ベトナム人向け HIV 検査

啓発のプライバシー配慮型ウェビナーを実施

した。研究班は、ベトナム人医療従事者２名、

コミュニティワーカー１名と協働し、Zoom ウェビ

ナー機能を基に匿名参加モードを導入した。

参加者募集は一般社団法人 Taihenネットワー

ク、ベトナム人コミュニティ、在日ベトナム人医

療通訳ネットワークとの連携により実施した。 

C. 研究結果 

2024年 12月 21日（土）に在留ベトナム人を

対象として、HIV 検査受検の重要性や、日本

における検査受検方法に関するウェビナーを

開催した。ウェビナーの開催では、研究班のメ

ンバーの他、在留ベトナム人コミュニティをサポ

ートしている医療従事者（京都民医連中央病

院腫瘍内科医長 Pham Nguyen Quy先生）、ベ

ト ナ ム 国 ホー チ ミ ン 市 に お け る Pride 

Prevention Clinic 院長の Thuan先生、HIV感

染者のベトナム人をサポートしているコミュニテ

ィ看護の Ngo Tan Huynh 氏から協力を得た。

また、一般社団法人 Taihen ネットワークによる

情報拡散やテクニカルサポートを得た。 

ウェビナーの講演は、①研究班の紹介、②

HIV 検査の早期受検の重要性、③日本でのＨ

ＩＶ検査受検方法、④在留外国人へのサポート

活動、⑤ＨＩＶ検査受検経験のトークであった。

参加者の理解を促進するため、研究班のベト

https://kyoto-min-iren-c-hp.jp/
https://kyoto-min-iren-c-hp.jp/
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ナム出身メンバーであるチャン・ティ・フェが日

本語とベトナム語の逐次通訳を担当した。また、

講演資料は事前にベトナム語に翻訳され、ウェ

ビナー動画にはベトナム語字幕が付けられた。 

ウェビナーに申し込んだのは40名であり、そ

のうち10名が参加した。プライバシーの関係で、

氏名や年齢などの個人情報を得られなかった

が、ウェビナーの講演の中で一番関心を持っ

たのは「日本での HIV 検査受検方法」に一番

多く（37 名、92.5％）関心を占めており、次いで

「HIV 検査の早期受検の重要性」（28 名、70％）

や「在留外国人へのサポート活動」（28 名、

70％）、「日本における HIV 検査受検の経験」

（27名、67.5％）が挙げられた。 

終了後のアンケートでは参加しない人に対

しても行い、8 名から回答が得られた。参加し

た人の中で、講義の中で一番興味深かったと

回答したのは「日本での HIV 検査受検方法」

（6 名、75％）ともっと多く、次いで「在留外国人

へのサポート活動」（６名、75％）、「日本におけ

る HIV 検査受検の経験」（5名、62.5％）であっ

た。さらに、ウェビナーの終了後、郵送 HIV 検

査を希望したのは 5 名であった。また、HIV 検

査について医師との相談を希望したのは 4 名

であった。さらに、参加しなかった理由として、

「プライバシーの懸念」が最も挙げられた。 

また、ウェビナー終了後、複数の関連動画を

オンライン（研究班のホームページ、Taihen 

network の Facebook と Tiktok のアカウント）で

公開し、その視聴動向を分析した結果、研究

班の紹介動画が最も多く５，８００回の視聴を記

録した。次いで、「HIV 検査の早期受検の重要

性」を解説した動画が４，２００回、「日本で HIV

検査受験方法」に関する動画が３，１００回、

「ベトナム人コミュニティをサポートしている

NPO の取り組み」に関する動画が１，５９３回視

聴された。 

D. 考察 

本研究の結果は、在留外国人（特にベトナ

ム人コミュニティ）への医療情報提供において、

ウェビナーや動画配信等が一つの有効な手段

となり得ることを示している。特に、母語での情

報提供、多言語対応の通訳の存在、経験者に

よる証言の共有が情報の理解促進に貢献して

いると考えられる。Prakash et al (2018)の研究

でも、母語によるオンラインビデオが HIV 検査

の知識向上に寄与したことが報告されており、

本研究の結果はこれを支持するものである。 

また、ＳＮＳの活用も重要な要素であり、Ｆａｃ

ｅｂｏｏｋやＴｉｋｔｏｋを通じた情報発信は、コミュニ

ティ内での共有と啓発において中心的な役割

を果たしている。しかし、SNS の使用には、不

正確な情報が拡散されるリスクも伴う。そのため、

正確で信頼性の高い情報を発信する仕組み

が求められる。 

さらに、本研究の結果から、在留外国人のＨ

ＩＶ検査受検率が低い背景には、多言語による

情報不足や文化的障壁が示される。少数な参

加者にもかかわらず、多くの外国人がＨＩＶ検

査受検方法について関心を持っている。検査

のプロセスや利用可能なサービスについて知

らなければ、検査を避ける傾向がある。一方で、

適切な情報提供を受けた場合、検査受検の意

識が向上することが期待できる。例えば、無料

匿名検査やプライバシー保護についての知識

が深まることで、検査を受検する意欲が高まる

傾向がある。 

ウェビナー結果から、在留ベトナム人コミュ

ニティにはＨＩＶに関する偏見や差別の恐れが

未だに根強いことが示され、参加者の間でもプ

ラバシーの懸念といった心理的抵抗が存在す

ることが明らかになった。検査受検に対する心

理的障壁を取り除くためには、匿名性の確保

や利用者の安心感を高める取り組みが不可欠
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である。今後、より安全かつ安心して参加でき

るオンライン環境の整備と、啓発コンテンツの

改善が必要である。 

E. 結論 

 ウェビナーから得られた結果によれば、検査

の必要性を理解している参加者は HIV 検査受

検に関する意欲を示している。検査の必要性

についての適切な情報提供と、検査施設への

アクセス方法の詳細な案内が必要になる。また、

HIV 検査を実際に受けた経験者からの体験談

は、ほかの外国人に対する説得力のあるメッセ

ージとなり、検査受検行動を促進する可能性

が高いことが示された。今後、ウェビナーの動

画を研究班のウェブサイトや在留ベトナム人コ

ミュニティの SNS などに掲載し、情報発信を継

続し、定期的なアップデータを行うことが重要

である。また、地域コミュニティやコミュニティサ

ポートの在留ベトナム人と連携して、SNS での

情報拡散を継続する。 
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